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　　　　　　　〒　　　－　　　　　　　
本　店　住　所
名　　　　　称      実印押印

代　表　者　名　　　　　　　　　　
　　　第２回　革新的事業展開設備投資支援事業　申請書




　　　　
　下記のとおり助成事業を実施いたしますので、助成金の交付を申請します。




記


事業計画テーマ



















助成対象区分
	
	Ⅰ．競争力強化



	Ⅱ．成長産業分野

	【医療・健康・福祉】
	【環境・エネルギー】
	【危機管理】
	

	
	①医療機器
	
	④再生可能エネルギー・省エネルギー
	
	⑦防災・減災
	

	
	②創薬、再生医療
	
	⑤資源リサイクル
	
	⑧防犯対策
	

	
	③健康・スポーツ・福祉
	
	⑥環境汚染防止、環境負荷低減
	
	⑨食の安全
	

	【航空機・宇宙】
	【ロボット】
	【自動車】
	

	
	⑩航空機（部品、装備品等）
	
	⑬産業用ロボット
	
	⑮次世代自動車　
	

	
	⑪航空機活用・関連産業
	
	⑭サービスロボット
	
	⑯自動走行関連装置
	

	
	⑫宇宙
	
	
	
	
	





申請者区分
	
	Ⅰ．競争力強化
	中小企業者
	区分Ａ：助成率１/２以内・助成限度額１億円
	下限額
100万円

	
	
	小規模企業者
	区分Ｂ：助成率２/３以内・助成限度額３千万円
	

	
	Ⅱ．成長産業分野
	区分Ｃ：助成率２/３以内・助成限度額１億円
	




4 業種・常用従業員人数　　業種（大分類）　　　　　　　　　　常用従業員人数　　　　　人

5 助成対象経費	助成対	助成金交
・助成金交付申請額　象経費　　　　           　　円　付申請額　　　       ,000　　円

6 申請機種数	機械装置　　　　　　　　基　　　器具備品　　　　　　　　基

7 事業終了年月	平成　　　年　　　月　

8 申請確認事項
下記確認事項を確認の上、回答してください。
	確　認　事　項
	回　答

	1
	基準日現在で東京都内に登記簿上の本店または支店がある。ただし、都外に設置の場合は、都内に本店がある。個人においては基準日現在で、東京都内に開業届出がある
	はい
	いいえ

	2
	都内事業所における常用の事業活動拠点としての事業継続が、基準日現在で２年以上である
	はい
	いいえ

	3
	自社の事業所・工場・店舗等において必要な機械設備の設置を行う
	はい
	いいえ

	4
	本事業計画は自社において自社従業員が実施するものである
	はい
	いいえ

	5
	助成対象期間内に契約から支払、設備の稼働開始まで完了できる
	はい
	いいえ

	6
	機械設備は事業完了翌年度から自社で10年または法定耐用年数経過まで使用する
	はい
	いいえ

	7
	機械設備は１基100万円以上で固定資産に計上し、適正に減価償却を実施する
	はい
	いいえ

	8
	申請事業遂行のために必要な許認可、届出書を有している、または助成対象期間内に取得する
	はい
	いいえ

	9
	親会社､子会社､グループ企業等関連会社(資本関係の有る会社､役員が兼任する会社､所在地が完全一致する会社等)からの購入費用や自社内製で行う費用が助成対象経費に含まれていない
	はい
	いいえ

	10
	機械設備購入先のすべての企業において、資本関係、役員または従業員の兼務、代表者の3親等以内の親族による経営ではない
	はい
	いいえ

	11
	大企業が実質的に経営に参画していない。また、参画する予定はない
	はい
	いいえ

	12
	申請書「役員名簿」は、履歴事項全部証明書の内容と同一で記載漏れはない、あるいは異なる場合は、申請書に理由を記入している
	はい
	いいえ

	13
	申請書「株主名簿」は、税務署に提出した確定申告書の別表二と変わりがない、あるいは異なる場合は、申請書に理由を記入している
	はい
	いいえ

	14
	申請内容（事業計画）を適正に実行する社内体制が整っている
	はい
	いいえ

	15
	同一設備で公社･国・都道府県・区市町村等から助成を受けていない
	はい
	いいえ

	16
	機械設備の購入経費にはリベートを前提とした水増し請求等、不正・虚偽はない
	はい
	いいえ

	17
	機械設備を担保に供しない、又は賃貸等をしない
	はい
	いいえ

	18
	税金を滞納していない
	はい
	いいえ

	19
	労働保険料を滞納していない
	はい
	いいえ

	20
	東京都及び公社に対する債務（賃料・使用料等）支払いに滞りがない
	はい
	いいえ

	21
	会社法第472条の規定により休眠会社として解散したものとみなされていない
	はい
	いいえ

	22
	民事再生法、会社更生法、破産法に基づく申立・手続中（再生計画等認可決定確定後は除く）または私的整理手続中ではない
	はい
	いいえ

	23
	申請企業、機械設備購入先等、助成事業に関わる全ての関係者は法令を遵守している
	はい
	いいえ

	24
	申請企業、機械設備購入先等の役職員及び関係者に東京都暴力団排除条例に規定する暴力団関係者はいない
	はい
	いいえ

	25
	機種ごとに２社の見積書を用意し、それぞれの最低価格を助成対象経費算定の根拠金額とした、もしくは見積限定理由書に理由を記入している
	はい
	いいえ

	26
	革新的事業展開設備投資支援事業募集要項の記載内容を全て確認した
	はい
	いいえ


1. 申請者の概要
	企業名
	
	フリガナ
	

	代表者名
	
	フリガナ
	
	年齢
	 　　　　 歳

	本店
所在地
	〒

	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	本事業に
関する
連絡先
	〒
　
	ＴＥＬ
	

	連絡
担当者
	部署･役職：　　　　　　　　　　　　　　氏名 (フリガナ)：　　　　　

	
	メールアドレス：

	資本金
・出資金
	千円
（うち大企業からの出資　　　　 千円）
	創業年数
	　　　年　　　　ヶ月　

	
	
	事業開始
	法人設立（和暦）　　　　　年　　月　　日

	業種
	コード(2桁)：
	中分類名：

	役員を除く
常用従業員数
（基準日現在）
	　　　　人
	従業員
内訳
	正規従業員
	　　　　人 

	
	
	
	アルバイト/パート等で、予め解雇の予告を必要とする者
	　　　　人 

	
	
	
	日雇い被雇用者で、1ヶ月を超えて勤務している者
	　　　　人 

	
	
	
	2ヶ月以内の期間被雇用者で、当初の雇用期間を超えて勤務している者
	　　　　人 

	
	
	
	4ヶ月以内の季節的被雇用者で、当初の雇用期間を超えて勤務している者
	　　　　人 

	
	
	
	試の使用期間中の者で、14日を超えて勤務している者
	　　　　人 

	全事業所
	事業所名
	所　　　　在　　　　地
	従業員数
	業務内容

	
	
	
	　　　　　　人
	

	
	
	
	　　　　　　人
	

	
	
	
	　　　　　　人
	

	
	
	
	　　　　　　人
	

	
	
	
	　　　　　　人
	






	事業概要
	

	主な製品・商品
・サービス
	


	現有機械設備
	設 備 の 名 称
	台数
	使用目的
	設置場所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	主　要　取　引　先
	所　在　地
	直近年間取引高
	取引年数

	主要販売先
	１位
	
	
	　　　　　千円
	年

	
	２位
	
	
	　　　　　千円
	年

	
	３位
	
	
	　　　　　千円
	年

	主要仕入先
	１位
	
	
	　　　　　千円
	年

	
	２位
	
	
	　　　　　千円
	年

	
	３位
	
	
	　　　　　千円
	年



全役員名簿　（基準日現在）
	役員氏名
	現　住　所
	役職等
	役員氏名
	現　住　所
	役職等

	１)
	

	
	５)
	

	

	２)
	

	
	６)
	

	

	３)
	

	
	７)
	
	

	４)
	

	
	８)
	
	

	履歴事項全部証明書（登記簿謄本）と異なる場合は、その理由をご記載ください。
	


[bookmark: _Toc475346140]全株主名簿　（基準日現在）
	株主氏名
	現　住　所
	役職等
	持ち株数
（株）
	持ち株比率
（％）
	出資額
（円）
	大企業
に該当

	１)
	

	
	　　　株
	　　　％
	　　　円
	

	２)
	

	
	　　　株
	　　　％
	　　　円
	

	３)
	

	
	　　　株
	　　　％
	　　　円
	

	４)
	

	
	　　　株
	　　　％
	　　　円
	

	５)
	

	
	　　　株
	　　　％
	　　　円
	

	６)
	
	
	　　　株
	　　　％
	　　　円
	

	合　　計
	　　株
	　　％
	　　　円
	

	確定申告書別表２と異なる場合は、理由をご記載ください。
	

	※株主・出資者に投資会社やホールディングス会社が含まれる企業の方のみ下記も記入ください。

	①
	
	筆頭株主:　　　　　　（　　％）
第二位株主:　　　　　（　　％）


他の助成金申請等状況
	　年度
	申請先
	助成事業名
	設備名
	助成額(申請金額)
	採択決定（予定）年月

	
	
	
	
	千円
	平成　　年　　月

	
	
	
	
	千円
	平成　　年　　月

	
	
	
	
	千円
	平成　　年　　月




設置場所の詳細
	設置場所
の名称
	
	所 在 地
	□都内　　　□都外

	
	
	
	〒


	最寄りの
交通機関
	 　　　　　線　　　　　　　　　駅　　　　　　　　　口　　下車　徒歩　　　分
 　　　　　バス　　　　　　　　行き　　　　　　　停留所　下車　徒歩　　　分

	建物の
所有形態
	□自社所有（取得年月：　　　年　　月）
□賃借物件（所有者名：　　　　　　　　　　　 　　）
　　　　　（賃借期間：　　　年　　月　～　　　年　　月）








事業計画の具体的説明
　事業計画の内容について、数値や図表を用いるなどして分かり易く具体的に説明してください。
ただし、「１４　事業計画の具体的説明」全体で10頁までに収めてください。（様式外の資料添付は
不可）です。
	（１）事業計画の概要　
市場動向を踏まえ、事業計画立案の背景と動機、事業計画を実施する上での課題とその解決
方法、簡潔にまとめてください。

	















	（２）本助成事業の目的との適合性

	













	（３）事業計画の実施内容説明
　　継続的に実現可能な事業計画について、具体的に説明してください。

	（ア）売上面における現状分析・課題・解決策
売上面における現状分析・課題・解決策を記載してください。

	【現状分析・課題】






	【解決策】






	（イ）生産・店舗運営面における現状分析・課題・解決策
生産・店舗運営面における現状分析・課題・解決策を記載してください。

	【現状分析・課題】






	【解決策】







	（ウ）組織面における現状分析・課題・解決策
組織面における現状分析・課題・解決策を記載してください。

	【現状分析・課題】





	【解決策】





	（エ）資金面における現状分析・課題・解決策
資金面における現状分析・課題・解決策を記載してください。

	【現状分析・課題】





	【解決策】





	（オ）本事業計画の製品・商品・サービスの競争優位性

	






	（4） 機械設備の妥当性

	（ア）機械設備の規模・スペック(先端性)等の妥当性

	






	（イ）同種の機械設備、実勢価格との比較等による機械設備の価格面での妥当性

	






	（５）都内経済への波及効果
事業計画の遂行が都内産業にもたらす効果（雇用面の効果、対象製品等が関連する産業界に
及ぼす効果、都内の外注先等にもたらす効果、技術革新等）等について説明してください。

	＜都外設置の有無＞□都内設置のみ　□都外設置あり

	
















	（６）今後の事業計画実施のために法令上必要な許認可・届出等の内容、スケジュール
　　本助成事業を含む企業活動における許可等が「既に取得している」の場合は、許可証等の
コピーを提出してください。

	＜法令上必要な許認可・届出等の有無＞
□既に取得している　□今後取得する　□許認可は不要

	
















収支計画の具体的説明
（千円単位）
		項目
	直前期

　年
　月期
	今　期

　年
　月期
	2期目

　年
　月期
	3期目

　年
　月期
	4期目

　年
　月期
	5期目

　年
　月期
	6期目

　年
　月期
	7期目

　年
　月期
	8期目

　年
　月期
	9期目

　年
　月期
	10期目

　年
　月期

	投資実行期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	投資回収期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総資産
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	有利子負債
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	期首残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	期中増減
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	期末残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	自己資本
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	売上高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	うち助成事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	うち助成事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	うち助成事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	機械設備の法定耐用年数（※）
	　　年

	投資回収期
	　期目

	投資回収期間
	　　年


○機械設備が複数基ある場合は、最長の耐用年数を記入してください。

【詳細説明】













